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本論文の目的は、大学において学生支援、男
女共同参画、地域貢献を担う教職員について、
それらが必要であると認識されるに至った政策
過程とそれぞれに求められている資質や能力を
検討することを通じて、共通して存在する問題
を明らかにすることである。
ユニバーサル化の進行に伴って学生支援を充
実させる機運が高まったり、大学に対してもダ
イバーシティが求められて組織改革が進められ
たり、さらには、地方創生の観点から地域貢献
を推進したりするなど、いわゆる大学改革以前
にはあまり一般的ではなかった業務が生じつつ
ある。それに伴って、学術の専門分野の研究業
績が高く評価されて採用される教員や、ジョブ
ローテーションにより生涯にわたって複数の職
務を経験してジェネラリストになることを期待
されて採用される事務職員とは異なる、ある分
野における一定程度の専門性を有していて、そ
れを発揮することが期待される教職員が必要と
されるようになっている。しかしながら、そう
した教職員がどのような経緯によって求められ
るようになり、また、いかなるキャリアパスが
展望されているのかに関して、分野横断的に明
らかにした研究はほとんど存在していない。（二
宮祐）
Ⅰ　先行研究の状況と分析の観点
英国、米国、オーストラリアを対象とした経
験的データから、それらの国々では「学生の生
活と福利」「参加拡大（大学に若い学生以外の
関係者を巻き込む）」「学習支援」「地域連携」「産
学連携」「インスティテューショナル・リサー
チ（以下、IR）」といった、教員の領域でも事
務職員の領域でもない「第三の領域」に属する
分野で活躍する専門職の存在と、その課題が明
らかにされてきた（Whitchurch 2013）。また、
かつてであれば、アカデミック・スタッフが教
育、研究、サービスのすべてを担っていたもの
の、現代ではそのうちの部分的な分野に関して
「学生のアカデミック・スキル支援」「教育開発」
「ICT を用いる学習のための技術」「研究管理」
のような専門性を有する「パラ・アカデミック」
に置き換えられつつあるという（Macfarlane 
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2011）。日本においても同様の傾向が生じてい
るものの、これまでの研究はそれぞれの分野毎
にその状況や必要な資質・能力に関する検討を
課題としていた。たとえば、IR の必要性、人
材養成、実践例をまとめたもの（沖・岡田 
2011）、リサーチ・アドミニストレータ （ー以下、
URA）についての海外事情調査、コンピテン
シーをまとめたもの（国立大学法人東京大学 
2014）などがある。
他方、教育や学生支援に関する専門職として
ファカルティー・ディベロッパー（以下、
FDer）、キャリア支援担当者、研究や大学運営
に関する専門職として IR 担当者、URA 担当者、
産官学連携コーディネート担当者を分野横断的
にそのキャリアパスを検討した研究がある（二
宮ほか 2017）。しかし、そこで取り上げられて
いる対象は「第三の領域」の中でも人数が多く、
かつ、文部科学省や経済産業省などの省庁によ
る各種改革支援の中心的な目的となっていたた
めに、研究対象としての焦点化が比較的容易で
あるという偏りがある。そこで、本論では大学
の「現場」においては重視されつつも、これま
であまり研究の対象とされる機会のなかったリ
メディアル教育担当者、学習支援担当者、アカ
デミック・ライティング支援担当者、男女共同
参画社会コーディネーター、地域貢献担当者を
事例として取り上げて検討したい。
分析の観点としては、それらの専門職が認識
される政策過程と、そこで主張される資質や能
力に着目する。既述の FDer 等に関する研究で
は労働市場に関しても検討されているものの、
本論で対象とする分野においては労働市場があ
まり成熟していないために、分析の対象外とす
る。（二宮祐）
Ⅱ　各分野の政策過程と資質・能力
1．リメディアル教育担当者
リメディアルとは中学校や高等学校の教科を
復習するために行われる教育である。大学での
学習方法を習得する初年次教育とは異なる概念
であって、大学によって個々の学生の事情に応
じて、入学前、あるいは、入学後に行われるこ
とがある。
この教育については政策として推進されてき
たとは言い難い。政策としてはその重要性を認
識しながらも慎重な扱いを求めてきたためであ
る。たとえば、2008 年中央教育審議会答申「学
士課程教育の構築に向けて」では「高等学校以
下のレベルの教育を計画する場合、教育課程外
の活動として位置付け、単位認定は行わない取
り扱いとする」とわざわざ主張されている。む
しろ、大学教育の「現場」での必要によって、
リメディアルという言葉が導入される以前から
進められてきたと解釈するほうが適切である。
1991 年大学審議会答申「大学教育の改善につ
いて」において、多様で特色あるカリキュラム
の設計を進めることが求められた後、大学改革
の内容に関する調査を毎年実施してきた文部省
（文部科学省）によれば、すでに 1996 年度の時
点で 577 大学のうち 232 大学が「高等学校での
履修状況への配慮」をした授業科目の開設等を
行っていて、その例として 74 大学が「既習組、
未習組に分けた授業」を、52 大学が「学力に
応 じ た 補 習 授 業 」 を 挙 げ て い る（ 文 部 省 
1997）。また、2013 年度の時点では 762 大学の
うち 527 大学が「高等学校での履修状況への配
慮」をした授業科目の開設等を行っていて、う
ち 97 大学が「既習組、未習組に分けた授業」を、
284 大学が「大学入学前の補習授業」、249 大学
が「大学入学後の補習授業」を挙げていて、さ
らに、また、2011 年度の時点で 759 大学のう
ち 127 大学が「補習教育を実施するためのセン
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ター等の設置」をしている（1）。これらは必ず
しもリメディアル教育とは重ならない、大学教
育の水準に関する補習をも含ものであると想定
されるとはいえ、参考になる数値である。
ただし、一部には政策として予算措置が行わ
れる場合もあった。文部科学省による大学改革
の各種政策において、リメディアル教育の推進
に関して採択された大学が複数あった。たとえ
ば、2003 年度から 2007 年度まで公募された「特
色ある大学教育支援プログラム（特色 GP）」
では、「教育課程の工夫改善」「教育方法の工夫
改善」「学生の学習及び課外活動への支援の工
夫改善」のそれぞれにおいて、また、2008 年
度に公募された「質の高い大学教育推進プログ
ラム」（教育 GP）では「教育課程の工夫改善」
で、2007 年度から 2008 年度まで公募された「新
たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラ
ム（学生支援 GP）」、2009 年度から 2010 年度
の「大学教育・学生支援推進事業テーマ A―
大学教育推進プログラム」、2009 年度の「大学
教育・学生支援推進事業テーマ B―学生支援推
進プログラム」、2014 年度以降の「大学教育再
生加速プログラム（AP）」のいずれにおいても、
リメディアル教育を含むプログラムが提案され
て採択されている。リメディアル教育はそうし
た各種政策の中心的な課題としては位置づけら
れてこなかったものの、一部の大学ではその必
要に応じて導入教育、キャリア支援、エンロー
ルマネジメント等と繋げるかたちで、それらの
時限付きの予算を活用してリメディアル教育を
行っているのである。
ところで、リメディアル担当者を養成するた
めの教育訓練機関、そのプログラム、公的資格
は存在していない。では、その担い手は誰なの
であろうか。リメディアル教育全般について調
査を実施して、その担い手の職階や専門分野を
尋ねた研究もあるものの（荒井編 1996）、それ
はすべてアカデミックな教員を対象としたもの
である。しかし、量的な調査はないもののそれ
以外のスタッフによって行われているという事
例が複数ある。授業を担当するスタッフとして
多いのが非常勤教員として雇用された元高校教
員、入学前であれば事務職員と委託先の外部業
者であり、そして、「学習支援センター」とい
った名称の部局がある場合には、同じく非常勤
の元高校教員が多いものの、それ以外のスタッ
フのそれまでのキャリアにはほとんど共通性が
ないほど多様であって、大学院生や学部の上級
生がいることもあるという（日本リメディアル
教育学会 2012）。すなわち、大学教育の「現場」
において認識されているリメディアル教育を行
うための資質・能力は、必ずしも明示されてい
るわけではないのだけれども、高校教員として
の知識や経験を持つことが挙げられる一方、他
方で、それに限らず若者を育てるための技量を
持っていることが推察されるのである。また、
大学にとっては、とりわけ高校を定年退職した
方を教授・准教授職ではなく授業補助者として
雇用することは労務費を抑制するという点でも
利点があるとみなされているとも考えられるの
である。（二宮祐）
2．学習支援担当者
高等教育における学習支援とは、橋本（2015）
も参照しているが、大学改革支援・学位授与機
構の定義では「高等教育機関において、学生が
教育課程を効果的に遂行するために整備された
総合的な支援体制。履修指導や学生相談、助言
体制の整備など」（2）とされる。日本における
学習支援は、アメリカのアカデミック・アドバ
イジングを研究する清水（2015：10）によると、
①学習に関連する情報の提供、②個別科目に関
わる援助、③履修指導・相談、④学生の学習を
促す環境整備の 4 つが存在し、主に②が中心で
ある。本節は学習支援担当者が登場してきた背
景（政策）と現状（市場と職能）に触れる。
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学習支援を中心とした政策はないものの各大
学の実情にあわせて進展してきた。リメディア
ルと関連するが、小川（2009）は 2000 年代以降、
急速に進んできた（例として学習支援センター
の設置）という。もちろんこの時期の文部科学
省事業（一連の GP）も学習支援実施のきっか
けを用意したともいえる。
学習支援の具体的な形態として、担当スタッ
フの学習支援室での展開がある。主に大学学習
法（いわゆるアカデミックスキル）ライティン
グ、プレゼンテーション他（和田ほか 2013）
の支援が展開される。また、個別科目（初年次・
リメディアル・キャリア）の内容とも接合する
場合もある。ほかにも、英語学習支援（関 
2011）などの業務を担う状況がみられている。
もう 1 つ見逃せない動きがある。それは図書
館が学習支援に関わってきたことである。従来
のレファレンス業務に加え、担当スタッフが図
書館内で学習支援を展開（久保山 2013）する。
これには中教審の 2012 年のいわゆる学びの「質
的転換」答申とそれに絡んだアクティブ・ラー
ニング導入が大きい。その前にアクティブ・ラ
ーニングを図書館で推進すべく各大学において
ラーニング・コモンズが登場していたことは見
逃せない。2010 年には文部科学省科学技術・
学術審議会において「大学図書館の整備につい
て（審議のまとめ）」（3）がなされ、ラーニング・
コモンズの重要性が明記されている。ともあれ、
図書館およびラーニング・コモンズと学習支援
空間の設置・運営が重なりあっており、そこに
学習支援を担う専門的人材が配置される状況が
整いつつある。
上記のように必要性、各大学および図書館に
おいて動きがみられるものの学習支援担当者の
市場について正確に確認できているとはいいが
たい。とはいえ、日本学生支援機構の「大学等
における学生支援の取組状況に関する調査（平
成 27 年度）」の結果を頼りにしてみると「学習
アドバイザーやアカデミック・プランナー等の
専門知識・技能を有するスタッフの配置状況」（4）
は、2015 年で全国の約 2 割の大学にスタッフ
が「配置」されている（国立で 16.5％、公立で
8.4％、私立で 21.8％）。各大学に有無を尋ねて
いるので従事している人数は不明である。
現状において配置された学習支援担当者の職
業的立場（教員か、職員か、外部委託か）は実
施している各大学の状況に委ねられている。教
員であれば学習支援の指導になるし、職員であ
れば助言となるだろう。学外の外部に業務委託
となればサービスという扱いになる。もっとも
学習支援に必要な情報を受ける利用者（学生）
にとっては有益なものであれば名称など関係な
い。問題があるとすれば学習支援担当者の評価
および待遇の不明確さである。契約期間、報償
など各大学で決められてしまっており、標準的
な専門職として制度化されていない。各大学の
言い分に沿ってしまう時点で専門職としての職
域の存在基盤そのものが揺らいでいるのではな
いか。ポータルサイト JREC-IN で「学習支援」
の求職・求人を検索すると多様な内容、職業的
身分、報酬が散見されている。付記すれば、有
期雇用かつ待遇が無期雇用者に比べて低いもの
が多いという現状である。
学習支援担当者の必要性はあるという流れが
見えつつも専門職として職能基準をもってはい
ない。アメリカには職能団体（NACADA　全
国アカデミックアドバイジング協会）が 1979
年に設立され、現在 10000 人以上の会員（清水
2015）がいる。業務従事のための評価プログラ
ムも用意されている。また、小貫（2005）に
よれば CAS（Council for the advancement of 
standards in Higher Education）という 37 の
専門職団体で構成された協議会が作成した全米
基準もあるという。一方で日本には学習支援の
職能団体はない。今後の展開次第ではあるが、
千葉大学アカデミック・リンク・センターによ
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るプログラム開発「教育関係共同利用拠点（教
職員の組織的な研修等の共同利用拠点）〈教育・
学修支援職養成〉」活動として、学習支援の専
門性（竹内ほか 2016）に関する「尺度開発（文
献・インタビュー・アンケート）」（岡田ほか 
2016）がある。ラーニング・コモンズについて
は「関西ラーニングコモンズ担当者ネットワー
ク」（川面 2017）があり、2015 年 6 月より有
志教職員が活動している。
学習支援という専門職の必要性は急激に登場
してきたが、従事者の現状および求められる専
門性については未発達のままである。大学にお
ける「新しい専門職」として雇用の安定を含め
た適切な業務および評価体制が望まれる。（濱
嶋幸司）
3．アカデミック・ライティング支援担当者
本稿でいうアカデミック・ライティング支援
担当者とは、ライティング・センター等の部局
に所属しながら、主に授業外でレポート・論文
の書き方に関する学生相談を担当する教職員で
ある。ここではライティング・センターを中心
として、アカデミック・ライティング支援担当
者の需要が生じた政策的な背景を素描した後、
当該担当者に求められる資質・能力の現状を概
観する。
日本におけるライティング・センターに統一
的な定義はないように思われる。その名称も大
学によって異なっている。日本において最も初
期にライティング・センターを設置した早稲田
大学の研究者によれば、ライティング・センタ
ーとは、「正規課程の外で学生の『書くこと』
を個別に指導する支援機関」であり、書き手の
自立を支援するという立場から指導を行う点に
特徴がある（佐渡島 2005：193）。日本のライ
ティング・センターは、北米モデルに依拠しつ
つも北米とは異なり、当初は日本語表現の指導・
支援ではなく、英文作成力の向上を目的として
いたが、母国語（日本語）指導を含めたものに
移行すると予想されている（Delgrego 2016：18）。
ライティング・センターの設置の政策的な背
景としては、文部科学省による各種大学教育改
革支援に関する競争的資金の存在を挙げること
ができる。例えば、日本におけるライティング・
センターの先駆けである早稲田大学ライティン
グ・センターは、文部科学省の「現代的教育ニ
ーズ取組支援プログラム（現代 GP）」に採択
されたことを契機として 2004 年に設置された。
また、津田塾大学は、文部科学省の「質の高い
大学教育推進プログラム（教育 GP）」に採択
され、2008 年にライティング・センターを設
置した。
こうした政策を契機としたライティング・セ
ンターの設置に伴い、学生の「書く力」の育成・
向上に対する社会的な注目も高まっていると考
えられる。読売新聞教育ネットワーク事務局
（2016）では、大学における「書く力」が特集
テーマとして設定され、理工学部では「書く力」
の育成の取り組みが充実しており、社会科学分
野ではそうではないということが明らかにされ
ている。また、その中でライティング・センタ
ーの設置状況も調査項目のひとつとなっている。
こうした状況であるにもかかわらず、アカデ
ミック・ライティング支援担当者に求められる
資質・能力については統一的な内容は確立され
ていないように思われる。アカデミック・ライ
ティング支援担当者の職名は、スタッフ、チュ
ーター等、様々である。早稲田大学ライティン
グ・センターのようにチューターに大学院生を
あてている大学もある。また、アカデミック・
ライティングの支援を担う部局が、学習支援セ
ンター、学部内の一部門、ラーニング・コモン
ズ、大学図書館等に存在する場合もある。さら
に、アカデミック・ライティングの科目を主に
初年次教育で開講し、当該科目の専属担当教員
を雇用している場合もある。
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日本ではライティング・センターの草創期で
あるため、こうした基本的な状況自体に一定の
混乱・分散がみられるものの、アカデミック・
ライティング支援担当者の必要性については既
に認識されている。岩本（2010：137）は、日
本の大学にライティング・センターを導入する
場合、「最も重要なことは、学生に対して作文
支援が可能な人材が確保できるかどうかという
こと」であると指摘している。しかし、アカデ
ミック・ライティングに関する教員公募の内容
を概観する限り、求める資質・能力の要件は大
学によって大きく異なっているように思われ
る。応募資格としてアカデミック・ライティン
グ指導の経験を求める大学もあれば、文章教育
の専門家を求めているわけでないと明記する大
学もある。アカデミック・ライティング支援担
当者の公募に共通しているのは、管見の限り、
任期付で給与が非常に安い不安定職であるとい
う点である（例えば、1 年任期更新 2 回まで、
年俸○万円といったような条件が公募要領に明
記されている場合がある）。
ライティング・センター関係者の職能団体と
しては、アメリカでは International Writing 
Centers Association（IWCA）があり、日本で
は Writing Center Japan という非営利組織が
事実上の職能団体として機能しているという
（豊木 2014：2）。
大学におけるアカデミック・ライティングに
ついては、ライティング・センター自体に関す
る（事例）研究、学生の学習過程・学習到達度
に関する研究、学生チューターの成長に関する
研究は蓄積されつつあるものの、アカデミック・
ライティング支援担当者自身の資質・能力やキ
ャリアに関する研究はほとんど進んでいないよ
うに思われる。今後、ライティング・センター
を設置する大学が増加すれば、この問題が露呈
する可能性が高い。アカデミック・ライティン
グ支援担当者が「第三の領域」の職として自立
しうるのか、今から検討しておく必要がある。
（小山治）
4．男女共同参画社会コーディネーター
ここでは、大学において男女共同参画推進業
務に関わる、従来の教員でもなく事務職員でも
ない立場の教職員について扱う。
まず、男女共同参画推進が大学の業務として
導入された政策過程について明らかにしたい（5）。
1999年に男女共同参画社会基本法が施行される。
これが以後の関連政策の起点となる。同法前文
には「男女が、互いにその人権を尊重しつつ責
任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個
性と能力を十分に発揮することができる男女共
同参画社会の実現は、緊要な課題となっている」
との言葉がある。2003 年には内閣総理大臣を
本部長とする男女共同参画推進本部が「社会の
あらゆる分野において、2020 年までに、指導
的地位に女性が占める割合が、少なくても 30％
程度になるよう期待する」という目標設定を掲
げた。また、男女共同参画社会基本法は「男女
共同参画基本計画」（5 年ごとに見直すことに
なっており、現在は第 5 次計画の実施段階）に
よってその理念の実現を目指すことになる。
2005 年の同計画（第 2 次）では、「新たな取組
を必要とする分野における男女共同参画の推
進」として「科学技術」が取り上げられ、欧米
主要国と比較して日本の女性研究者割合の低さ
が指摘された。具体的施策がいくつかあげられ
ているが、特に重要と思われるのは、総合科学
技術会議基本政策専門調査会が示した女性研究
者採用の数値目標設定（自然科学 25％）が参
照されたことである。このことは、日本におけ
る科学技術政策の大枠を決める科学技術基本計
画にも反映されている。2006 年の科学技術基
本計画（第 3 期）には、自然科学 25％（理学
系 20％、工学系 15％、農学系 30％、保健系
30％）という目標設定が掲げられている。次の
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科学技術基本計画（第 4期）では、先述の数値
目標が未達成であり早期達成の必要があること
が指摘されると同時に、数値目標は 30％に引
き上げられている。
これらの動きに連動して、2006 年に文部科
学省が所管する科学技術振興機構の科学技術振
興調査費による「女性研究者支援モデル育成事
業」が開始される。これが女性研究者支援とし
ては初の事業となる。対象は大学や研究を目的
とする独立行政法人等である。女性研究者が出
産・育児等と研究を両立できるような支援体制
を構築することについて補助金を出すもので、
補助事業期間は 3年間である。以降、女性研究
者の両立支援を中心に交付期間が数年の補助金
事業が立て続けに出される。2009 年には科学
技術振興調査費による「女性研究者養成システ
ム改革加速事業」（補助事業期間は 5年間）、
2011 年には文部科学省科学技術人材育成費補
助事業「女性研究者活動支援事業」（補助事業
期間は 3年間）、2015 年には「女性研究者活動
支援事業」を引き継ぐ形で「ダイバーシティ研
究環境実現イニシアティブ」（補助事業期間は
3年間だが事業計画自体は 6年間）が募集を開
始している。
次に、大学において誰がこの業務を担ってい
るのかを確認したい。養成のための教育訓練機
関や公的資格は存在しない。もっとも、独立行
政法人国立女性教育会館は「学習オーガナイザ
ー研修」を開催し、男女共同参画の学習方法や
企画運営の実務を学ぶ場を提供している。対象
者は、平成 28 年度の開催要項によれば、女性
関連施設や公民館、行政、大学、NPO等で女
性のキャリア開発等の実務経験を持つ方とされ
ている（6）。同研修の実施報告によると、実際
の参加者は女性関連施設や自治体で関連業務に
関わっている職員が中心とされ、大学関係者の
参加は少ないと思われる。すなわち、大学にお
ける男女共同参画社会コーディネーターは、そ
れ専門の教育訓練を受け、関連する公的資格を
取得したわけではなく、その職に就いたと考え
られる。
それでは、実際どのような背景を持つ者がそ
の担当者になっているのだろうか。国立大学
86 校のウェブサイトから男女共同参画に関わ
る部署を見つけ、コーディネート業務を担って
いると思われる教職員を探した結果、40 名の
名前が判明した（2017 年 12 月 26 日時点）。名
前から推察される性別内訳は、男性が 3名、女
性が 37 名とほぼ女性が占めていた。女性割合
の高さについては巽（2018）が、「男女共同参
画推進コーディネーター」について論じるなか
で、二つの可能性を示している。ひとつは、支
援対象者が女性研究者であることが多いことか
ら支援者も女性が適任であろうという採用時の
バイアスの可能性。もうひとつは、日本におい
てジェンダー論が女性学として学ばれることも
多かったことから、こうした事業に意欲と関心
をもつ方が女性に多かったはずという可能性で
ある。
先ほどの探索結果に戻ると、「特任」「コーデ
ィネーター」とその職位・職名に書かれている
者を有期雇用と仮定した場合、40 名中 26 名が
有期雇用ときわめて不安定な立場であることが
わかった。これは、多くの担当者が期間限定の
補助金事業によって雇用されていることに起因
すると考えられる。博士号取得者は 18 名とお
よそ半数にのぼる。理学・工学・医学・化学・
応用生物学といったいわゆる理系（博士号、修
士号）は、12 名でそのうち博士号取得者は 10
名であった。男女共同参画推進と最も関わりが
深いと思われるジェンダー関連研究者は（学士・
修士・博士）7名だった。このことが示唆する
のは、大学における男女共同参画社会コーディ
ネーターに求められてきたのは、ジェンダーや
男女共同参画に関わる専門的知識以上に、主な
支援対象となる理系女性研究者と同じ理系の女
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性研究者であることだったと言えるのではない
だろうか。（児島功和）
5．地域貢献担当者
本節では、大学において地域貢献が進められ
てきた政策背景と、地域貢献担当者に求められ
る資質・能力およびその育成に関する課題につ
いて述べる。
文部科学省が近年大学の直接地域貢献を促進
した政策としては、2002 年に始められた「地
域貢献特別支援事業」や、2004 年の「現代的
教育ニーズ取組支援プログラム」（現代 GP）
が挙げられる。そして、2008 年には地域の大
学等間の積極的な連携を推進する「戦略的大学
連携支援事業」が展開され、2012 年には「産
業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整
備事業」も開始された。新たな展開としては、
2013 年から開始された「地（知）の拠点整備
事業（大学 COC：Center of Community）」が
挙げられる。これは大学等が自治体と連携しな
がら全学的に地域を志向した教育・研究・地域
貢献を進め、地域再生の核としての大学を目指
すものである。同年、私学助成制度の一部とし
て「私立大学等改革総合支援事業」も進められ、
その中には「特色を発揮し、地域の発展を重層
的に支える大学づくり（地域特色型）」が位置
づけられた。他方、国立大学は第 3 期中期計画・
中期目標を策定するにあたり、三つの重点支援
の枠組みを示した（文部科学省 2015a）（7）。翌
2014 年の初頭には、省庁が連携した形で地域
政策を動かしていこうとする議論が始められ、
9 月には内閣改造により地方創生担当大臣が置
かれるとともに、内閣官房に「まち・ひと・し
ごと創生本部」が設置された（松原 2016）。こ
の人口減少と地域経済縮小の克服を目指す政府
の動きを受け、COC は 2015 年から「地（知）
の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）」
に再編された。COC＋では、大学は地方公共
団体や企業等と協働して魅力ある就職先の創出
をするとともに、地域が求める人材に必要なカ
リキュラムを実施し、地方創生の中心となる「ひ
と」の地方への集積が目指された。省庁が連携
した取組は発展し、内閣府と文部科学省は、
2018 年度の概算要求に「地方大学・地域産業
創生事業」として合計 100 億円を計上した。こ
の事業は、地方大学に学生が集まるような地方
大学振興策と東京 23 区内の大学の定員抑制策
とをセットで講じ、地方における若者の修学・
就業を促進して、東京一極集中の是正を目指そ
うとするものである。具体的には、地方と東京
圏の大学生対流促進事業や地方企業でのインタ
ーンシップ等が挙げられている。そして、2018
年 2 月 6 日には、この事業内容を含む「地域に
おける大学の振興及び若者の雇用機会の創出に
よる若者の修学及び就業の促進に関する法律
案」が閣議決定された（平成 30 年 6 月 1 日公布・
施行）。このように、近年は省庁を超えた地方
創生が目指されており、大学はその中核として
激しい変化の中に置かれている。
さて、あらゆる策で進められている大学の地
域貢献の中核を担っているのが地域貢献担当者
である。これまでも社会連携の一環として、研
究レベルでの個別の連携は行われてきたが、現
在では大学と地域を教育レベルで多面的につな
ぐ新たな事業が進められている。近年では、
COC ／ COC＋推進コーディネーターがその役
を担っていると言えるだろう。たとえば、文部
科学省（2015b）の説明資料を見ると、これら
のコーディネーターには、事業協働機関との教
育プログラムや就職率向上プランのコーディネ
ート、連携大学等への普及、連携先の開拓、他
県のコーディネーターとの全国ネットワーク構
築等とかなり幅広い役割が期待されている。ま
た、内閣府経済社会総合研究所（2016：20）に
よれば、地方創生を担い支える人材には、「地域」
と「専門分野」それぞれの観点の能力が重要だ
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という。「地域の観点」からは、「①地域社会や
地域経済を巡る共通的な課題の理解、②地域内
の住民、自治体、NPO、企業や金融機関等と
いった多様なステークホルダー、さらに地域外
の多様なプレーヤーと連携できる能力・ネット
ワーク、③地域の課題を、全国的、世界的な広
い視野から捉える能力」が求められている。一
方、「専門分野の観点」からは、「①行政、教育、
医療、福祉等公共サービスに必要な専門能力、
②工業、商業、農林水産業、観光業、金融業、
不動産業等の産業に必要な専門能力、③人間、
社会、文化、歴史等を深く理解するために必要
な専門能力」が求められている。これらのバラ
ンスは果たす役割によって異なるとされている
ものの、双方を併せ持つことが重要視されてい
る。しかし、このような人材の確保および育成
は、現状では容易ではない。日本私立大学連盟
（2017）が実施した「多様で特色ある私立大学
の地方創生の取組」という調査では、大学が地
方創生に取り組む際に必要な公的支援のひとつ
として「大学と地方をつなぐ専門人材（コーデ
ィネーター）の設置、育成に対する支援」を指
摘した。多くの私立大学では、専門人材を設置
もしくは育成する余裕はなく、偶然的要素で協
定先を見つけ、連携しているのが現状だという。
これは私立大学に限らず、すべての大学に共通
することではないだろうか。政策が速やかに進
められるなかで、地域貢献担当者の必要性や重
要性が飛躍的に高まる一方、求められる資質や
能力が幅広く、多くの大学において人材の発掘
や育成が遅れていることは否めない。また、事
業が継続中であることもあり、地域貢献担当者
が事業終了後にどのようなキャリアを描けるの
かは依然不明である。こうした課題が今後どの
ように具体的な問題として浮上するかが懸念さ
れる。（小島佐恵子）
おわりに
以上の教職員について、共通して存在する問
題は次の通りである。雇用のための予算につい
ては、リメディアル教育担当者、学習支援担当
者、アカデミック・ライティング支援担当者の
ように学生支援に関する「現場」のニーズがあ
りつつ、それに対応して措置される場合、男女
共同参画社会コーディネーターのように男女共
同参画社会に関する政策と科学技術政策の一環
として措置される場合、地域貢献担当者のよう
に内閣府も関係する地方創生事業の一環として
措置される場合があって、いずれの場合も交付
期間が定められている。また、雇用される教職
員の資質や能力については、学生支援に関して
は統一的なものはなく、実際に雇用されている
教職員のキャリアパスは多様であり、男女共同
参画社会コーディネーターに関しても男女共同
参画についての豊かな知識が必要というわけで
もなく、実際に雇用されているのは理系の女性
研究者が多く、地域貢献担当者については「地
域の観点」と「専門分野の観点」からの示唆は
あるもののそれらはあまりにも幅広く、特定の
知識を指しているとは言いがたいものであった。
そして、いずれの政策による予算も交付期間
が定められていることと、資質や能力が明示さ
れていないことと関連して、それらの職務を担
う教職員の雇用契約は概ね任期付であって、給
与が低いという特徴がある。そのため、仮にそ
の職務を担うための高い資質や能力を潜在的に
有する候補者がいたとしても、自らがほんとう
に当該職務に適しているかどうかはわからない
し、そもそも不安定な仕事に従事しようとは思
わないだろう。その職務を継続したり、それを
ステップアップのために活用したりするという
将来のキャリアパスが展望できないというのは
専門職の当事者としては大きな問題である。つ
まり、政策として、あるいは、「現場」のニー
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ズとして専門職が求められている一方で、優秀
な人材を集めるのは困難なのである。
本論で事例として取り上げた専門職はあくま
でも萌芽的なものであって、現時点ではどの大
学でも雇用されているとは言いがたい。残され
た課題は、第 1 に、これらの専門職のキャリア
パスが今後どのようなものになっていくのか実
証的な検討を行うことと、第 2 に、入学試験担
当者、カリキュラム・コーディネーターといっ
た他の萌芽的な専門職を対象とした政策過程、
資質や能力の調査を通じて、本論で明らかにし
た特徴が妥当であるかを考察することである。
（二宮祐）
【注】
（1）文部科学省ウェブサイト「Q5 日本の大学では、
教育内容・方法等の改善がどれくらい進んでい
るのでしょうか」による。
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/
daigaku/04052801/005.htm　（ 最 終 閲 覧 日 2018
年 2 月 25 日、以下に記載するウェブサイトは巽
（2018）を除いてすべて同日が最終閲覧日である）
（2）大学改革支援・学位授与機構ウェブサイト「用
語」の「学習（学修）支援」による。
http://jheds.jpn.org/mediawiki/index
（3）文部科学省科学技術・学術審議会学術分科会
研究環境基盤部会学術情報基盤作業部会平成 22
年（2010 年）12 月「大学図書館の整備について（審
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tu/gijyutu4/toushin/1301602.htm
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http://www.gender.go.jp/index.html
https://www.jst.go.jp/shincho/josei_shien/in
dex.html
また、横山ほか（2016）も参照した。
（6）独立行政法人国立女性教育会館ウェブサイト
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https://www.nwec.jp/event/training/2016page
08i.html
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